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Ⅰ．問題と目的
　知的障害児の困難さは認知や学習面の課題のみならず，
同年代と比べて運動が苦手で習得に時間がかかったり，
姿勢や歩き方などのぎこちなさ，鉛筆や箸などの使い方
が不器用という身体的不器用さの問題がある。このよう
な知的障害児の身体的不器用さについては，Davis and Van 

Emmerik （1995）（1）が指摘しているように「動作が遅い」「不
器用」「動作課題の学習に期間を要する」ということが以
前から言われている。また平衡機能の顕著な遅れ（波多野，
1982（2）; 小林・安井・大津・七木田，1988（3）; 国分，1991（4）），
ボールの操作が未熟で獲得に時間がかかる（橋本・渡邉・
尾高，2009）（5），手指の運動の正確性が知能指数と関連が
ある（平田・奥住・北島・ 細渕・国分，2010）（6）ことや，
課題に対する理解の問題や意欲の乏しさなどの心理的要
因についても指摘されている（矢部・三田・青木・西村・
水野・若林，1979（7）; 奥住，2012（8））。このため知的障害
児の身体的不器用さは，運動面と心理面の課題の両面に
ついて考慮する必要があると考えられる。
　知的障害児の身体的不器用さは，発達性協調運動障害
（Developmental Coordination Disorder: 以下，DCD）との関
連も考えられる。アメリカ精神医学会発行の精神疾患の
診断と統計マニュアル第 5 版（2014）（9）（以下，DSM-5）
によれば，知的障害児の場合，運動の困難さが知的障害
によって説明されるものではなく，精神年齢によって期
待されるものよりも過剰である場合，DCDを併存してい
るとされる。その場合，運動の困難さは特に支援が必要

であると考えられる。しかし，知的障害児が DCDを重複
する場合の IQのカットオフ値や，知的障害と DCDを区
別するための診断基準は特定されておらず，知的障害と
DCDとの関連では，正確な実態把握が必要である。
　知的障害特別支援学校においては渡邊・橋本・菅野 

（2014）（10）が指摘しているように，児童生徒の運動能力
の評価では，教員による行動観察で行われることが多く，
明確な評価に基づく，系統的な支援が実施されない。ま
た各特別支援学校の体育などで実施されている体力・運
動能力調査は，握力や持久走など，筋力や瞬発力，持久
力などを調査する項目がほとんどであり体育の授業場面
では調査結果を活かせるが，学習や日常生活場面などで
必要な微細運動や協調運動などの身体的不器用さの指導
には活かしにくいことが考えられる。さらに知的障害を
有する児童生徒の場合，認知面の課題から，矢部・三田・
青木・西村・水野・若林（1979）（11）や奥住（2012）（12）が
指摘するように，検査を受ける児童生徒が課題の遂行方
法がわからなかったり間違った方法を試みたりすること
で，結果の数値が低くなることが予想される。
　このような課題理解などの困難さから，特別支援学校
では，教員が児童生徒を観察して記入する質問紙形式の
検査法が多く用いられている。しかし，知的障害特別支
援学校で頻繁に使用されている乳幼児精神発達質問紙（13），
遠城寺式乳幼児分析的発達検査法（14），S-M 社会生活能力
検査（15） ，KIDS 乳幼児発達スケール（16）の質問紙は，質
問項目の内容が学校生活場面のみならず，家庭生活場面
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でしか観察できないものも多く含まれており，教員が評
価するには判断が難しい項目も多い。質問紙への記入が
煩雑になってしまい，教師の負担が大きい問題点がある。
発達検査などの評価を普段の指導に活かしにくい要因の
一つになっていると考えられる。これらの質問紙は運動
発達のみを評価することを目的としていないので，運動
発達以外の項目も多くあり，身体的不器用さの傾向に特
化した分析が難しいと言える。
　近年協調運動の評価法として注目されている
「Movement Assessment Battery for Children-2: 以下，MABC-

2」（Henderson， Sugden， &Barnett，2007）（17）や「The 

Developmental Coordination Disorder Questionnaire 2007: 以
下，DCDQ」（Wilson， Crawford， Green，Roberts， Aylott， 
&Kaplan， 2009）（18）は，日本ではまだ標準化されておらず，
質問項目も我が国の学校生活場面では文化的な差異によ
り観察されにくいものも含まれているため，そのままで
は使用しにくい問題点がある。そのため現在国内の学校
現場では，一般化された身体的不器用さの評価法は存在
せず，その作成が求められる。
　そこで本研究では学校現場で観察しやすく，教員が簡
易に評価できる身体的不器用さの尺度を開発することを
目的とする。身体的不器用とは，体力テストで測定され
るような筋力や瞬発力ではなく，学校での学習や日常生
活場面でみられるような，両手指や全身の動きを協調し
て行うことが求められるような能力と定義する。

Ⅱ．方法
（1）項目の選定
　乳幼児精神発達質問紙，遠城寺式乳幼児分析的発達検
査法，S-M 社会生活能力検査，KIDS 乳幼児発達スケー
ルの質問紙を参考に，運動機能の評価に関する項目を抽
出した。その際学校現場で観察されにくい項目を除外し，
時代に合わない語句を現代的に修正した。例えば，「レコー
ドをプレイヤーに，自分でかけて操作する（津守式）」を
「CDプレイヤーなどを，ディスクの入れ替えなどを含め
て操作できる」と修正した。
　国外のMABC-2チェックリストや DCDQといった協
調運動検査の質問紙の項目を参考に，学校現場の実態に
合うように表現を修正した。例えば，「部屋で動いている
人を避けて，飲み物をトレーに乗せて運ぶことができる
（MABC-2）」を「給食の準備など，動いている人にぶつか
らないで，食器などを配ることができる。」と修正した。
　さらに特別支援学校教員数名に対し，学校現場で観察
される児童生徒の身体的不器用さの特徴について自由記
述の質問紙で調査し，既存の評価尺度の項目に無いもの
など独自性があるものについては新たに質問項目として
採用した。その結果，身体的不器用さに関する項目が 47

項目の質問紙の試行版を作成した。項目は暫定的に，「Ⅰ姿

勢・平衡」「Ⅱ移動」「Ⅲ操作」にそれぞれ振り分けた（表 1）。
（2）質問紙の調査手続き
　質問紙は，特別支援学校に在籍する身体機能障害を重
複していない知的障害の児童生徒を対象に，担任する教
員による回答を求めた。研究協力校には，第一著者が管
理職に研究の趣旨と倫理的配慮について直接説明し，管
理職から各担任への説明を依頼した。回収では返信用封
筒での郵送とした。倫理的配慮については， 管理職への口
頭での説明に加えて，質問紙の表紙に研究の趣旨と，研
究への協力は自由であり，途中で辞退できる旨を明記し
た。個人情報の取り扱いは，収集した情報については数
値化され，研究終了後に破棄され，研究発表の際には個
人が特定されないことも明記した。
　回答する担任では，複数の担任のうち一人がクラス全員
の児童生徒の実態を回答するか，複数の担任全員で分担し
て回答するかはそれぞれの学校の実態に応じて自由とした
が，質問紙 1 枚につき児童生徒一人の情報とし，同一の児
童生徒の情報を複数枚回答しないように依頼した。
（3）質問紙の分析
　質問紙には児童生徒の情報として学部学年，性別，療
育手帳の等級，脳性まひや筋ジストロフィーなどの運動
機能障害の有無を記入するようにした。
　身体的不器用さに関する項目は「できる」「できない」「わ
からない」の 3 件法で評価することとした。「わからない」
という評価に関しては，「わからない」の項目は学校で観
察されにくいとみなし，削除するものとした。
　質問紙の作成のための分析では，学年に関係なく全体
の数値からおこなうが，知的障害特別支援学校では，小
学部低学年，小学部高学年，中学部，高等部のそれぞれ
の段階で在籍する児童生徒では，成長により能力の向上
が考えられることと，学年が高くなるほど特別支援学級
出身の軽度な生徒の割合が増えるため，学部間の能力差
が大きくなることが考えられる。そのため質問紙の結果
を，参考のため全体群，小学部低学年群，小学部高学年群，
中学部群，高等部群にそれぞれ分類した。
　項目により，ほとんどの児童生徒が「できる」もしく
は「できない」と回答した項目では，独立変数の効果が
期待されないため，回答の偏りがないかを天井効果と床
効果から検討する。天井効果と床効果に関しては質問紙
の項目は「できる」を 1，「できない」を 2で評価される
ため，項目の平均点 +1SDが 2 以上になる場合を天井効
果，項目の平均点 -1SDが 1 以下になる場合を床効果があ
るとそれぞれみなし，項目から削除した。
（4）対象及び調査期間
　質問紙の試行版は，兵庫県内の知的障害特別支援学校 4

校で調査した。対象児童生徒は，4 校の小学部から高等部
全員で 515 名であった。調査期間は 20XX 年 12 月～ 3 月
であった。
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表 1　試行版の評価尺度
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Ⅲ．結果 

（1）回収率および有効回答数
　小学部 1 年生から高等部 3 年生の児童生徒 515 名の担
任を対象とした質問紙調査の結果，365 名分の回答があり，
回収率は 70.9%であった。そのうち，児童生徒の情報が
未記入のものなどを除き，有効回答数は 277 名分であっ
た。内訳について，性別は男子 201 名，女子 76 名であっ
た。学部は小学部 88 名，中学部 70 名，高等部 119 名であっ
た。療育手帳（兵庫県）の等級は，Aが 134 名，B1が 73

名，B2が 70 名であった。
（2）回答数の少ない項目と天井効果・床効果の分析
　回収した質問紙の結果を，全体群，小学部低学年群，
小学部高学年群，中学部群，高等部群にそれぞれ分類し，
検討した（表 2～ 5）。

　全体群で未記入や「わからない」という回答があった
ものを除いた有効回答数をすべて合計した。47 項目で
割った一つの項目での平均の有効回答数は，277 名中平均
263.8 名であった。SDは 15.8であった。そのうち有効回
答数が平均 -1SD（248 名）以下であった「Ⅰ 4」「Ⅰ 5」「Ⅱ 4」
「Ⅱ 7」「Ⅲ 2」の 5 項目については，学校現場では観察さ
れにくいとみなし，項目から削除した。天井効果と床効
果の検討の結果，全体群で床効果が 1 以下であった「Ⅰ 7」
「Ⅱ 1」「Ⅱ 5」「Ⅱ 11」「Ⅲ 11」の 5 項目を削除した。
（3）身体的不器用さの因子構造
　全体群のなかから，試行版の全 47 項目から有効回答
数の少ない項目 5 項目と，天井効果・床効果を検討した
5 項目を除いた残りの 37 項目で因子分析を行った。因子
分析には IBM　SPSS Statistics　23を用い，因子の抽出に

表 2　「Ⅰ姿勢・平衡」項目の回答結果

表 3　「Ⅱ移動」項目の回答結果

表 4　「Ⅲ操作」1-13 項目の回答結果
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は主因子法，回転にはバリマックス回転を用いた（固有
値 1 以上）。回転後の因子負荷量のうち，他の因子で .4 以
上の負荷量を示した項目を除き，再度分析を行っていっ
た。その結果 25 項目が除外され，最終的に 12 項目が残っ
た。最終的に残った 12 項目のなかから 3つの因子が抽出
され，身体的不器用さに関する項目はそれぞれ第 1 因子 5

項目，第 2 因子 4 項目，第 3 因子 3 項目となった（表 6）。

Ⅳ．考察
　因子分析の結果から，各因子の項目の共通性を考え，
第 1 因子 5 項目について，「Ⅲ 10 注ぐ」は容器を手掌把
握で持ち，両手をうまく協調させて液体を注がなければ
ならない。「Ⅲ 16ふたを開ける」は片手が手掌把握で容
器を固定し，もう一方の手が蓋を持ち，それぞれの指を
うまく使って，蓋を回さなければならない。「Ⅲ 14 袋を
開ける」は，袋の端を 2 指握りか 3 指握りで持ち，力加
減を調整して，両手をうまく協調させて引っ張らなけれ
ばならない。「Ⅲ 1 手を洗って拭く」については，蛇口を
ひねる手首の動きから，両手を交互にすりあわせる動き，
ハンカチを出して，拭く部位に応じて手首や指の動きを
変化させなければいけない。「Ⅲ 3タオルをしぼれる」は，
両手はタオルを手掌把握で握り，左右の手首が屈曲と伸
展の動きを協調させてタオルをひねらなければならない
など，手を洗って拭く一連の動作には，さまざまな手指
の動きが複雑に複合されている。「Ⅲ 10」から「Ⅲ 3」に
向けて共通することは，目的の動作に応じて左右の両手
指を協調させる運動が高度になっているということであ

表 5　「Ⅲ操作」14-26 項目の回答結果

表 6　全体群の因子分析結果
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る。第 1 因子は「両手の協調」と命名した。両手の協調
に必要な動きの要素は，書字や更衣などの場面でも必要
とされる動きであるため，日常の左右の手指の協調運動
をアセスメントするための指標になると考えられる。
　第 2 因子 4 項目について，「Ⅲ 22 筆圧が，強すぎたり
弱すぎたりしない」は，平面上で線を引く際には指先で
筆圧を調整すると同時に，視覚で線を意識しなければな
らない。また腕の動きは一方向であるため，筆圧を常に
一定に調整しなければならない。「Ⅲ 20 読みやすい文字
を書く」は，線で文字を構成する動きであり，文字の大
きさは一定であるが，画数などにより複雑さに違いがあ
り，視覚でさまざまな文字の形を認知しながら筆圧や指
の動きを変化させなければいけない。「Ⅲ 23はみ出さず
に色塗りする」は，平面上で塗る面を視線で意識しながら，
指を多方向に動かさなければいけない。塗る面や形の大
きさはさまざまであるため，常に視線や手指の動きを変
化させなければならない。「Ⅲ 5 蝶むすびにむすべる」は，
両手にひもを持ち，空中で両手指を複雑に動かして作業
しなければいけないため，視覚的に認知して手指を働か
せる範囲が立体になる。「Ⅲ 22」から「Ⅲ 5」に向けて共
通することは，視覚的に認知しながら手指を操作する協
調運動が高度になっていくということである。第 2 因子
を「視覚と手指の調節」と命名した。この視覚と手指の
調節に必要な動きの要素は，道具を操作する場面であっ
たり，ボール遊びなどの場面でも必要とされる動きであ
るため，日常の視覚で対象物を認知しながら手指を操作
する運動のアセスメントの指標になると考えられる。
　第 3 因子 3 項目について，「Ⅱ 3ぎこちなくならずに，
走る」は四肢の協調運動であり，両手脚を同時に働かせ
る身体感覚が重要である。「Ⅱ 8 全力で走る」では，さら
に身体感覚の高さに加え，四肢の動きを意識的にではな
く，無意識に協調させなければ全力で走ることはできな
いと考えられる。「Ⅰ 8だらしなくない姿勢で座る」につ
いては，「Ⅱ 3」「Ⅱ 8」の走るなどの動的な動きに対して
静止するなどの静的な動きは，瞬間的ではなく持続的に
身体のバランスを保つため，姿勢を常に調整しつづけな
ければならない。さらに学校で座っている場面は，机上
で書字や道具の操作など，手元で作業をしている場面も
多く，身体の調整は無意識的におこなわなければならな
い。第 3 因子も「Ⅱ 3」から「Ⅰ 8」に向けて共通するこ
とは，全身の姿勢制御を短時間から長時間行いつつ，よ
り高度な動きをするためには，身体に注意を向ける身体
感覚を無意識的に行わなければならないということであ
る。第 3 因子は「姿勢制御と身体感覚」と命名した。こ
の姿勢制御と身体感覚は，日常生活からスポーツに至る
までの粗大運動や，全身の協調運動をアセスメントする
ための指標になると考えられる。
　この結果，身体的不器用さに関する 3 因子計 12 項目が

明らかになった。この 3 因子は，学校での学習や生活な
どさまざまな場面で必要な運動の要素である。これらの
能力に困難さがある児童生徒は，学習や生活において活
動を継続しにくかったり，スポーツや遊びなどで集団に
参加しにくい可能性が考えられる。注意が散漫になって
しまったり，活動が持続しにくく離席などの行動に繋が
る可能性もある。これらの因子の項目一つ一つの動作は，
児童生徒の観察から注目されやすいが，DCDのような身
体的不器用さの全体像としてとらえられにくい可能性が
ある。そのため適切なアセスメントがなされないと，系
統的な指導として活かされにくい。身体的不器用さが理
解されない場合には，不適切な指導につながるおそれが
あり，効果のない練習や叱責が，成長するにしたがい心
理的な二次障害にもつながる可能性が考えられる。
　本研究で作成された質問紙による，3 因子 12 項目は，
普段の学校生活のさまざまな場面で観察しやすいため，
項目を意識しなくても，教員が回答に際して児童生徒の
普段の様子を振り返るだけで容易にチェックできる。こ
のことにより，児童生徒の身体的不器用さの特性を，3 因
子の観点からアセスメントでき，それぞれの因子の特性
に応じた系統的な指導に活かせると考えられる。
　今後はさらに調査を継続し，年齢や精神発達の段階を
考慮して標準化を検討し，学校現場で使用しやすい身体
的不器用さの評価尺度としての完成が課題である。尺度
の標準化にあたっては学年や，療育手帳の等級によりそ
れぞれ分析を行い，それぞれの学年ごとの障害の程度に
より，カットオフ値の検討が必要である。またそれぞれ
の運動特性について，生活年齢や精神年齢，重複する障
害の点からの検討が今後の課題である。
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